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件 件

１ 文書指摘

№ 報告書提出以降の改善状況

1

2

3

２ 口頭指導

№

1

2

3

4

5

6

7

前回の指導監査における指摘事項等に対する改善状況

指導監査実施年月日 文書指摘件数 口頭指導件数

令和    年　　月　　日

注) 指摘等の内容・件数に応じて、適宜、行の幅・高さの変更、行の削除・追加をして差し支えないこと。ま
た、複数のページに分けても差し支えないこと。

改善を要する事項

是正改善指示事項 是正改善の措置状況（報告書記載）

前回監査以降の改善状況
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１　役員等の状況 ※本年度の６月末日時点の状況を記入のこと。

（１）評議員の状況

※4月1日現在の状況から変更なければ、太枠内は記載不要

開催日

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

（２）理事の状況

↓
理事報酬

職員給与 開催日

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

（３）監事の状況

↓ ↓

年度

年度

年度

（４）会計監査人の状況

□ ※選任済みの場合

□

□

.    .  

監事選任の評議員会議決年月日 .    .  

有　・　無

有　・　無

有　・　無

理事の氏名
就任日

年度

役職

常勤・非常勤

理事長

年度

年度

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

直近の理事会出席

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

直近の評議員会出席

直近の理事会
出席区分②

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

理事
要件

1･2･
3･4

1･2･
3･4

有　・　無

他の社会福祉法人の評
議員・役員・職員の兼務

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

各理事と親族
等特殊関係

選任済→

選任予定

選任予定なし

選任
（いずれ
かに☑）

会計監査人の氏名
（監査法人の場合は法人名）

理事選任の評議員会議決年月日

区分①

1･2

1･2

監事の職業

.    .  

就任日 任期満了

.    .  

1･2

1･2･3

1･2･3

1･2･3

所轄庁からの
再就職

有　・　無

有　・　無

有　・　無

監事要件の区分別該当

.    .  

監事の現員

有　・　無

有　・　無

有　・　無
1･2･
3･4

理事の定数

.    .  

監事の任期

.    .  

.    .  

.    .  

.    .  

監事の氏名

監事の定数

.    .  

.    .  

補欠の有無

任期満了
評議員の職業

.    .  

.    .  

.    .  

理事の現員

.    .  

有　・　無

評議員の定数 評議員の現員

.    .  

.    .  

.    .  

有　・　無

有　・　無

有　・　無

評議員の氏名

年度

1･2･
3･4

1･2･
3･4

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無年度

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

1･2･
3･4

1･2･
3･4

任期満了
理事の職業

所轄庁からの
再就職

1･2･
3･4

年度

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

年度

理事の任期

年度

.    .  

有　・　無

所轄庁からの
再就職

.    .  

.    .  

就任日

評議員の任期

１ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
２ 事業区域における福祉に関する実情に通じている者
３ 施設の管理者（施設長）
４ その他

区分①：

１ 社会福祉事業に識見を有する者

２ 財務管理に識見を有する者

区分②：

１ 公認会計士

２ 税理士

３ その他
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２　登記事項の変更登記の状況 （令和８年６月末日現在）

注）

３　不動産の借用の状況

※法人・施設において借用している不動産（土地及び建物）を全て記載のこと。 （令和７年度末現在）

 〈国・地方公共団体以外の者からの借用について、　利用権を登記していない場合、その理由〉

４　法人職員の状況　 （令和８年６月末日現在）

（注） 法人本部専属の職員について記載のこと。

５　地域における公益的な取組の実施状況

注１）

注２） 　記載欄が不足する場合は、別紙として記載して差し支えないこと。

昨年度以降に法人が実施した「社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって」「日常生活又は社会生活上の支援
を必要とする者に対する」「無料又は低額な料金で提供される」福祉サービスにつき記載のこと。

直近の変更登記について記載すること。ただし、「目的の変更」及び「その他」については、過去２年以内に変
更がある場合に記載すること。

諸手当等

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

（期末手当支給額）合　計基本給

発生年月日 登記年月日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

所在地
利用権登
記の有無

契約書の
有無

借地料等
年額

（千円）

面積
（㎡）

借用の相手方

(1)土地

地目、構造
及び用途

(2)建物

給与支給月額（本年４月）
職名

前年の給与総額

項　　目

代表権を有する者の変更（重任登記含む）

目的の変更
（変更内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

資産総額の変更

その他（　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

　　年　　月　　日

採用年月日

　　年　　月　　日
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６　契約の状況（令和７年度実績）

一般競争契約・指名競争契約の状況 注） 実績がある場合についてそれぞれ記載すること。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

( 円) ( 円)

事前 事前

結果 結果

事前 事前

結果 結果

円 円

社 社

年　月　日

年　月　日

第３回 年　月　日 第３回 年　月　日

工事等代金の支払

金額 支払日 金額

第２回 年　月　日 第２回

年　月　日

中間検査日 中間検査日

実施者 実施者

支払日

第１回 年　月　日 第１回 年　月　日

契約の相手方

契
約
・
検
査

契約年月日

下請負の状況

工事着工等

工事竣工等 　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日竣工検査日 竣工検査日

実施者 実施者

検査

・結果報告
理事会 理事会

契約額（税込）

入
札
関
係

公募方法（制約）
又は入札参加者

選定基準

入札立会者

都道府
県・市

都道府
県・市入札の事前

予定価格の事前公表 有　・　無 有　・　無

事前説明

入札日

入札参加者数
（指名競争入札の
場合は指名者数）

　　　　年　　　　月　　　　日 　　　　年　　　　月　　　　日

予定価格

（最低価格）

本部会計 本部会計

その他 その他

自己資金 自己資金
（

内
訳
）

寄附金 （

内
訳
）

寄附金

その他借入

市町村

福祉医療機構 福祉医療機構

一般競争契約の有無 有　・　無

指名競争契約の有無 有　・　無

一般・指名の別 一般　　　　・　　　　指名

　　　　年　　　　月　　　　日 　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

一般　　　　・　　　　指名

工事等の名称

事業の財源

国・県 国・県

市町村

民間資金 民間資金

その他借入

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日
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添付書類

令和８年度　資金収支予算書

令和７年度　事業報告書

令和８年度　事業計画書

法人登記に係る登記事項証明書の写し（直近の変更後のもの）

令和８年度　現況報告書

令和７年度　決算関係書類

ア　計算書類

（ア）資金収支計算書

　　　資金収支内訳表

　　　事業区分　資金収支内訳表

　　　拠点区分　資金収支計算書

（イ）事業活動計算書

　　　事業活動内訳表

　　　事業区分　事業活動内訳表

　　　拠点区分　事業活動計算書

（ウ）貸借対照表

　　　貸借対照表内訳表

　　　事業区分　貸借対照表内訳表

　　　拠点区分　貸借対照表

イ　財産目録

ウ　附属明細書

エ　預金残高証明書

（１）　定款

（２）　役員等報酬基準

（３）　就業規則、給与規程、経理規程等の諸規程

（４）　

（５）　パンフレット等

　次の表に記載してある書類を添付して、提出してください。
　なお、提出に当たっては、表の右欄の留意事項を御確認ください。

区分

（１）

（５）

留意事項

（２）

　１   必ず提出しなければならない書類

基本財産となっている土地及び建物に係る登記事項証明書の写し
 （直近の変更後のもの）

（７）

　

　２　前回の提出時以降に変更があった場合に提出が必要な書類

※

（社会福祉事業団の場合）役職員名簿及び事務局組織図（直近のもの）

（６）

（３）

（４）

新会計基準にお
ける作成不要の書
類は除きます。

例えば、事業区
分がない場合は、
事業区分の資金
収支内訳表等は
提出不要です。
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